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インターネットにおいては，国境なく商取引および法的取引が行われる。それぞ

れ固有の法秩序を持つ百以上の国家が，インターネットに接続している。それゆえ，

世界をまたぐ商取引および法的取引がそれほど多くの法秩序とうまくやっていける

のかどうか，あるいはインターネットがグローバルな法秩序を必要としているのか

どうかという問題が浮上する。この問題に含まれている部分的な問題に分解するこ

とによって，この問題に，以下で解答をあたえんと試みることになる。まず，われ

われがインターネットにおける規律をおよそ必要としているのかどうか（Ⅰ），そ

して次にそのために特殊な秩序が必要であるかどうか（Ⅱ）が考察される。さらに，

これらの秩序が民主的に選出された立法者による法秩序として樹立されなければな

らないのか，あるいはそうではなく，よりよく自己規制の形式にまたは技術的解決

策にみいだされるべきであろうか，が問われる（Ⅲ）。最後に，我々はグローバル

な法秩序を必要とするのか，そしてこれがどのように達成されることができるのか

の問いに答えよう（Ⅳ）。

Ⅰ 導 入

我々がインターネットのためにグローバルな法秩序を必要とするかどうかの問題

は，ただちに逆の問題をあらわす。すなわち，この問題はまだなお現実的な問題な

のか。それはこの間，インターネットの法的問題に対する多様な立法によって克服

されていないのか。情報社会化した多くの国々のように，ヨーロッパおよびドイツ

は，この間，一方で，電子商取引指令1)，署名指令2)，通信販売指令3)およびデータ

保護指令4)において，他方で，通信販売法5)，電子商取引法6)，署名法7)，私法上の
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形式規定適合化法8)およびメディアサービス州際条約9)において，極めて重要な諸

問題を規制してきた。もちろん，これらや類似の規制は，世界の一部分においての

み妥当するのであり，その他の諸国は別の規制を有したりあるいは規制を有しない

国もある。それらはすべての規制問題を把握しているものでもないし，また根本的

な批判にさらされている。それゆえ，最近の法の展開にもかかわらず，現行の規制

が――近接化へ向けてまたは統一へ向けて，特殊化へまたは一般化へ向けて――継

続的に発展させられるべきなのか，またはそれがより多くの自主規制のために後退

的に展開すべきなのかを考察することが役にたつように思われる。

Ⅱ インターネットにおける規制を必要とするか？

インターネットがおよそ一般的でかつ拘束的な規制を必要とするかどうかという

第一の部分問題は，大部分明らかになっているように思われる。インターネットに

おいては，物体のない社会空間が形成されてきたが，そこでは，物的な世界で可能

なほとんどすべての活動が物体を伴わない方法で実現されている10)。その中では，

社会的な接触，経済的交換および法的な取引が行われており，諸利益が追求され，

紛争が解決されそして力が行使されている。そこでは，差別，搾取，性的倒錯およ

び犯罪のような社会的な共同生活の多くの既知の問題にも遭遇するのである。

インターネットにおいても，新たな社会空間を秩序づける一般的拘束的な規制は

必要である。この秩序は，自然発生的な自主組織や市場でのできごとに委ねること

はできない。これらはつまり，安全，青少年保護，データ保護，消費者保護，著作

者保護または情報アクセスのような個人利益のための何らの保護も保障しないし，

多様性保護，競争確保，民族の相互理解，刑事訴追，公共のおよび国家的安全また

は租税の徴収のような一般利益を実現することもできない。インターネットにおい

ては，もはや利害のない通信や単なる個人的な契約関係が問題なのではなく，結局，

私的および公的な法的取引のあらゆる形式が問題なのである。

しかしそこでこれが広範に現実となっても，すべての者がバーチャルにしか遭遇

しない世界における信頼性と法的安定性を可能とする規律が必要である11)。電子商

取引と電子政府は，一般的拘束的な規律が――積極的には――セキュリティと信頼

性を担保し，――消極的には――非物質的な世界における行為のための現行の法秩
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序における法的障害を除去するときに，はじめて存在するであろう12)。

Ⅲ インターネットのための固有の法秩序を必要とするか。

インターネットが秩序を必要とするのであれば，次に第二の部分問題が現れる。

すなわち，特殊にインターネットに妥当する固有の秩序でなければならないのか，

である。まず考えてみれば，インターネットにおいては物的世界におけると比較し

うる紛争が生じ，そしてそこと同様の利益が保護されなければならないのであるか

ら，この固有の法秩序は必要ではないように思われる。

もちろん，物的基礎を欠く社会空間としてのインターネットの特性が考慮されな

ければならない。ここでは，物的世界におけるとはだいぶ異なる条件が妥当してい

る：

情報は，物質的な媒体に化体されてはいない。そのために情報は歴史を有しな

い。それはいつでも痕跡を残さず変更されることができる。それゆえその情報

が信頼できかつ証明に耐えるものたるべきであるとすれば，包括的な技術的か

つ法的措置が必要である13)。

物に化体されていない情報は，もはや原本と写しの違いがない。インターネッ

トにおけるすべてのコンテンツは，――一回きりの精神的および芸術的な創造

物についても――品質低下なしに任意に複写を作成しそして迅速にかつ広く普

及することができる。このことは，著作権法の問題をもたらすばかりでなく14)，

これまで原本と写しの違いが重要であったすべての分野または――証書，有価

証券および類似の権利証明書のように――唯一原本（Unikat）を前提としてい

る分野においても問題をもたらすのである15)。

インターネットにおいては，人はバーチャルにのみ出会う。このことは，別の

アイデンティティを名乗りそして新たな行動様式を試すことを可能とするが，

しかしまた責任を確保することを困難にもする16)。誰と対応しているのかにつ

いて不確実性があるために，意思表示のアイデンティティ17)，資格18)および権

原19)または本人性20)を証明する固有の形式を必要としている。

インターネットを通じて伝達されるすべての情報は，すべてのその参加者に

とっては閲覧可能である。つまりその秘密保護は，葉書のそれに対応している。
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これらの情報のための封筒は，暗号によって人工的に確立されなければならな

い21)。

物に化体されない情報は，場所に縛られない。それにとって国境もないし，国

境のコントロールもない。それらは，主権の領域にも縛られない。それに対し，

法的な命令の実現可能性および執行可能性は国境にぶつかる。ある領域で情報

を禁止すれば，その他の多くの領域ではそれがミラー化される。世界中のどこ

かに法的なオアシスがあるかぎり，違法な情報を弾圧しその普及者の責任を問

うことは困難である22)。

インターネットにおいては，時間は何らの役割も果たさない。どの情報も，い

つでもどこにでも瞬時に伝達することができる。人に追体験しそして考慮する

ことを可能とするために――たとえば消費者保護のためにだが――法が時を与

えようとすれば，この緩慢性は，その過程に人工的に組み込まれなければなら

ない23)。

物に化体されていないことは，何らの痕跡もないことを意味しない。逆に，あ

らゆる行動は収集されかつある人に帰属させることのできる情報の処理を前提

としているのであるから，物の世界よりも多くの痕跡が残る24)。たとえば，電

子的なショッピングの際には，ショップにおけるあらゆる段階やショーウィン

ドウをのぞくことが記録されそして関心のプロファイルにまとめられることが

できる。それぞれ関心を持つシェーマにしたがって，プロファイルはある人に

直接帰属させられうるか，または――たとえばある注文によって――その関心

を持つシェーマが認識させられるときにのみそうなる25)。

個人関連データは，あるメディアから別のメディアに容易に移転されることが

できる。あるインタヴューは，テキストとして，テキストは発言として現れう

る。画像の記録および音声の記録は容易にかつ随意に加工することができる。

シミュレーションは，人工的な現実を想像しかつ人をその現実の中に付け加え

ることを可能にする。見せかけと現実の境界は，ネットの中ではぼやけてく

る26)。

情報は，将来的には圧倒的にあるいはもっぱらインターネットの中で提供され

ることになるのではなかろうか。そうなればなるほど，情報アクセスは重要に

なる。物理的な場所はインターネットの中では意味を失う一方で，そこにアク
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セスできる地域とアクセスできない地域の違いが重要になる27)。

これらの独自性が何等かの役割を果たすかぎり，物的な世界についての古い法的

原則は十分ではない。それは有効な保護も十分な法的確実性も提供しないし，新た

な展開に何らの枠組も提供せず，場所，時間または物としての性格（たとえば，紙

および署名）への拘束が多くのインターネットアプリケーションを妨げるのである。

それゆえ特殊な原則が少なくとも３つの理由から不可欠である。つまり，第一に，

それは有効な保護と十分な法的確実性を提供しなければならない――たとえば，青

少年保護，消費者保護およびデータ保護ならびに刑事手続，証拠手続および行政手

続において。第二に，それはたとえば公開キー基盤（PKI）のような新たなインフ

ラストラクチャーに予め枠組を設定しなければならないし，第三に，たとえば，意

思表示法，行政手続法および裁判法にインターネットにおける行為を適合化させる

ために，インターネットアプリケーションを解放するためにそれが不可欠である。

なるほどこのためには固有の法秩序が不可欠であるわけではない。その不可欠な

問題適合的な規律が固有の法律の中にもうけられるかあるいは現行のものに統合さ

れるかは，法体系および法文化の問題である28)。だがインターネットにおいては独

自の問題と規律をともなう電子的な法的取引が確立されることを見ておかなければ

ならないのである。

Ⅳ インターネットにおける法秩序を必要とするか？

さて第三に，これらの諸原則が民主的に定立される法によってなされなければな

らないかどうかが問われなければならない。その代替策としては，規制の名宛人に

よる自己規制29)と技術に統合された規制30)が主張されている。

1 自己規制および自己コントロール

自己規制および自己コントロールは，問題適合的で，迅速，柔軟，世界的かつ受

容された規制に関しては，特別のメリットを約束する31)。それらがこれら約束を実

際に満たすことができるかぎりで，それらは利用されるべきであろう。このことは，

オープンなネットワークに関してよりもクローズドなグループの中で，そして別の

問題に関してよりも前述の若干の規制問題に関して実現可能であろう32)。インター
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ネット取引の個別の問題についての世界的な自己規制の嚆矢として，グローバル・

ビジネス・ダイアログ（Global Business Dialogue)33)があげられる。

しかしながら自己規制と自己コントロールは，インターネットにおける規制の万

能の原理としては適さない。とりわけ次の諸理由がこれに反対する。

自己規制においては，たいていは経済的に最強の利益が貫徹し，競争者，消費

者，下請業者，関係外の第三者または将来の世代に負担が課されることになる。

個人利益および少数者の利益は不利益を被る34)。自己規制によって生じる規制

は民主的な正当性を欠いているだけでなく，たいていは利益代表性も不足して

いる35)。

それは，一般的に妥当するのでなく，その下に服している者に対してのみ妥当

する。アメリカ合衆国においては，インターネット企業の最大40パーセントが

そのような「行動規約（Codes of Conduct）」に加わっていると算出されてい

る36)。残りの60パーセント以上については，それはなんの関係もない37)。しか

し多くの問題に関しては，すべての参加者およびすべての場合を把握する法秩

序が必要である。またインターネットにおいては，取引のみならず，公共的な

事務の遂行や国家的な手続の実施も問題となる38)。権利保証の手続もまた法的

に規制されていなければならない。特定の意思表示または証拠手段に関して特

定の形式または担保メカニズムが定められていなければならず，それによりそ

のつどの決定者がそれを信頼することができるときは，このことは特に当ては

まるのである39)。

規制委員会がなんら有効なコントロールメカニズムおよび強制メカニズムを有

していないのであるから，自ら設定された原則は，逸脱者40)に対しては実現さ

れることはできない41)。紛争事案においては，それは保護されるべき利益の有

効な保護を提供することはできない。

また，さまざまな自己規制体制は，――たとえばアメリカのばらばらなマーク

制度が示すように――法的統一ではなくて法の細分化をもたらしうる42)。

結果として，オープンなインターネットの規制に関しては，次のようなことにな

る。法的な規制は不可避である。それによってのみ不可欠な一般拘束的な秩序と必

要な法的保護が保障される。その場合，内容的に甘受可能でかつ事実上有効である

ところでは自己規制の利点が利用されるべきではなかろうか。このことは，通例，
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法が自己規制に目標を設定しそしてそれを具体化することを自己規制に委ねる形式

でのみ可能であろう。また法は自己規制に行動規約の策定のための公正な手続を保

障する枠組を定め，そして行動規約の実現を支援しなければならない。このために

は，行動規約の法的に安定しかつ可及的に広範な妥当性と適用を配慮するメカニズ

ムが必要である43)。

2 技術による規制

技術およびインフラストラクチャーの形成による規制の実現は，その際に正当化

された法的目標がオープンに追求されるときは，歓迎すべきである。かかる技術に

より法的保護が強化されることができる44)。そこで，たとえば，Ｗ３ＣのＰ３Ｐの

データ保護規格が「告知と選択（Notice and Choice）」というデータ保護法上の最

低規制を具体化しているように，技術的なコードが世界的に承認された最低規制を

支援するときは，極めて役立つのである45)。だが，たとえばマイクロソフトのプロ

グラムによって定められるグローバルユニーク識別子（Globally Unique Identifiers ;

GUID）や文書の履歴のように，特定利益が気づかれることなくかつ不当な技術構

造が組み込まれるような技術的解決策は，法的に阻止されなければならない。技術

の投入のみではかくして二律背反である。それゆえ法的原則が技術的構成に先行し

なければならない，というのはそうしてのみ正当な技術的特性と不正なそれが確定

されることができるからである。この法的原則は，技術発展および技術構成に対し

民主的に正当化された目標を定めなければならない46)。

Ⅴ インターネットに関するグローバルな法秩序を必要とするか？

かくしてインターネットに関する法秩序が必要であるとすれば，これがグローバ

ルなものでなければならないかという最後の部分問題が出てくる。このことは一見

明白なように思われる。つまり，グローバルなインターネットは，電子的経済取引

および法取引に関して，可及的に統一的な規制がされるべき統一的な「サイバース

ペース」を生み出している。供給者にとっても，消費者にとっても，場合によって

百以上の法秩序を尊重しなければならないということは甘受し得ないことである47)。

それゆえグローバルな規制に関しては，必要性が高い。しかしそれは，規制の必
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要性と規制内容についてのグローバルな合意を前提としている。しかし，この合意

には，われわれは至っていない。また統一的な法秩序のための内容的な基礎も欠い

ているし，また単純にアメリカ合衆国の法が世界的に適用されるべきでもない48)。

グローバルな規制は，はじめにありきではなく，法的発展の結果である。それま

では，インターネット立法は国家の権限であって，それが規制システムと文化的多

様性との競合関係の中におかれている49)。個別国家は，――たとえばデータ保護法

または署名法におけるドイツのように――自らの規制により先行することができる

ものでなければならない。他国は，この先例に従うかまたはそれを拒否するであろ

う。この発展とオプションの限定が，適切な問題解決についてのグローバルな意思

形成を促進するのである50)。だが，重要な文化的および法的な相違が存するかぎり，

これらを考慮しない統一というものは望ましくないのである。

このことは，相互の法の適合化を行うことを排除するものではない。むしろこの

ことは，世界的な電子的法取引にとっては，不可欠な前提ですらある。法観念のグ

ローバルな近接化は，一方でＵＮＣＴＡＤ，ＵＮＣＩＴＲＡＬ51)，ＯＥＣＤ，ある

いはＷＴＯのような国際組織によって，他方でグローバル・ビジネス・ダイアログ

のような私的国際団体によって，たとえばモデル規制を策定することによって，支

援されることができる52)。もちろんそれぞれの規制分野において世界的な協調が同

様に緊急であるというわけではない。若干の例をあげよう。

たとえば，インターネットにおける法的に拘束的な行動についての法的確実

性に関しては，高度の統一化が求められる。インターネットにおいて意思表

示が許容されるかどうか，形式適合的でかつ証拠として適切かどうかについ

ては，ばらばらな規制ではグローバルな電子商取引が排除されまたは極めて

制限されるから，できるかぎり同形式で規制されるべきではなかろうか。

法の実現に関しては，国家間のさらに高度な協力が求められる。インター

ネットのグローバル性および情報の非物質性は，この社会空間における領域

国家のかなりの力の喪失を条件づける。このことに対しては，それら国家が

法の実現において相互に支援することによってのみ，一定程度対抗すること

ができる。

それに対し，実質的な保護基準にかんしては，法秩序の完全な適合化は必ず

しも必要であるというわけではないようである。消費者保護およびデータ保
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護の分野に関しては，当該ＥＵ指令に関して選ばれたような，協働の形式が

選択されうるのではなかろうか。ここでは，個別の法秩序においては引き上

げられることが可能な統一的な最低水準を了承することで十分でありえよう。

この規制形式は，規制構想および規制形式の実験のために，そして規制の選

択肢と水準の競争のために利用されることができる。それは，インターネッ

ト法の継続的発展を可能にし，それを学習能力あるものに保つ53)。

国際法的な保障は，インターネットおよび情報へのアクセスについての原則

規制として必要である。インターネットは，将来的に決定的な情報源であろ

う。国際的な競争秩序の枠内で，かつ発展途上の国民経済の機会均等の保障

のために，――適切な商業的条件での――自由な情報の流れが独占または寡

占によって妨げられないことが確保されなければならない54)。

逆に，ソフトウェア攻撃によって情報社会のもろさを利用するような，損害

をもたらす情報は，防御されなければならない55)。国家の責任を動員するた

めに，サイバースペースは，――宇宙空間または航空交通に対応して――国

際的に保護される領域として宣言されるべきではなかろうか56)。だが，サイ

バー犯罪国際条約57)および――まだないが――サイバー戦争国際条約58)は，

情報社会がその自由で基本権を保護しかつ制限しない社会としてのその性格

を失うようなことにしてはならない59)。

Ⅵ 相対的な結論

すべての法的改善および適合化にも関わらず，インターネットにおいては国家お

よびその法秩序は多くの場合においてもはやその保護任務を遂行することができな

い。特定の個別利益および一般利益のためのその遂行責任は，保障責任に縮減され

なければならず，それらに過大な要求がされてはならない。しかしそれらがその市

民の保護をもはや自ら保障できないのであれば，市民は，自ら自己防衛ができるこ

とを求める60)。これは，インターネットのような技術的な環境の中では，技術的な

手段によってのみ可能である。たとえば情報自己決定のような法的目標は，グロー

バルなネットの中では，国家は，それがその市民に世界的に有効な技術的補助手段

の利用を可能とするときにのみ，それを保障することができるであろう61)。
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